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第６章 イスラエルのイラン核開発問題への対応― 
「実存的脅威」と曖昧政策の矛盾 
 

立山良司 
はじめに 
 イスラエルのベンヤミン・ネタニヤフ首相は訪米中の 2010 年 2 月 22 日、

ユダヤ機関（Jewish Agency）理事会で演説し、「今や我々はこの専制的な体

制が核爆弾を開発していることを知っている」「彼らは我々に対しても、また

テロの武器として彼らが（標的として）選んだ誰に対してでも、核爆弾を使

用すると脅してきた」などと述べ、イランの核開発の危険について最大級の

警鐘をならした 1。この演説の 4 日前、国際原子力機関（IAEA）はイランに

関する新しい事務局長報告を発表し、「ミサイル搭載用の核弾頭開発に関係し

た秘密活動がイランに存在している可能性について懸念を提起する」と従来

以上にかなり踏み込んだ表現で、イランの核開発が兵器化の道を歩んでいる

可能性を指摘していた 2。 
 イスラエルがイランの核開発を極めて危険視してきたことはよく知られて

いる。2010 年 2 月のIAEA事務局長報告はまさに、イスラエルのこうした主

張をかなりはっきりと裏付けるものだった。それだけにイスラエル外務省は

IAEAの最新報告を「以前よりはるかに厳しくかつ明確にイランの核開発プロ

グラムの軍事的側面に取り組んでいる」と賞賛する声明を発表した 3 。しか

し、イスラエルとしてはIAEA事務局長報告を賞賛しているだけではすまされ

ない。ネタニヤフ首相が繰り返し述べているように、イスラエルから見れば

イランは「実存的脅威」となっているからだ。 
 本稿では、まずイスラエルがイランを脅威と捉えている背景を、核開発問

題を中心に検証する。次いでイスラエルの対イラン攻撃計画として論じられ

ているものの概要やそのリスク、問題点、さらにイランの核問題への政治的

アプローチのあり方をめぐるイスラエルと米国関係を概観する。最後にイス

ラエルの核問題に関する最近の動きやイスラエル国内での議論を検討する。

イランの核問題がクローズアップされるにつれて、イスラエルの核問題及び

その曖昧政策も焦点になりつつあるからだ。 
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１．イスラエルにとってのイランの「脅威」 
 イスラエルでイランを脅威と捉えているのは、政治指導者や軍幹部だけに

留まらない。2009 年 12 月に行われた世論調査によれば、イスラエル人回答

者の 56％がイランを「実存的脅威」と捉えており、51％はイランが核兵器開

発プログラムを継続するのであれば軍事攻撃をすべきだと回答している 4。 
 イスラエルは主として 4 つの要因でイランを脅威と見なしている。第 1 は

すでに触れているように、イランの核開発問題である。 
 第 2 は弾道ミサイルの配備である。イランはイスラエルを完全に射程内に

捉えることができる「シャハブ 3（Shahab 3）」（射程 1300km）をすでに配備

しており、さらに射程の長いミサイルを開発中だ 5 。イスラエルは現在、多

層のミサイル防衛システムの配備を進めているが 6 、次に述べるハマースや

ヒズブッラーからの短距離ミサイルやロケット攻撃への対処を含め、ミサイ

ル防衛システムがどの程度有効であるかは不透明だ。 
 第 3 はイランがヒズブッラーやハマースを軍事的にも支援しているという

指摘だ。ヒズブッラーは 2006 年夏のイスラエルとの軍事衝突の際、約 4000

発のロケットやミサイルをイスラエルに向け発射したが、その多くはイラン

が供与したといわれ、その後もイランは多数のロケットなどを供与したとイ

スラエルは見ている。ハマースも 2008 年末から 2009 年初めのイスラエルと

の軍事衝突の際、イランから入手したミサイルをガザから発射したといわれ

る。イランによる武器供与と関係し、イスラエル軍は 2009 年 1 月、スーダン

を空爆した。イランからスーダンに陸揚げされたガザ向けの武器を運搬中の

密輸団のコンボイが標的だったといわれる。また、同年 11 月にはイスラエル

軍特殊部隊がキプロス沖の地中海上で、アンティグア船籍の貨物船を臨検・

拿捕した。イスラエルの発表によれば、同船はイランからシリア経由でヒズ

ブッラーに引き渡される予定のロケットやミサイルなど数百トンを積んでい

たという。ヒズボッラーもハマースもイランとの軍事的な関係を否定してい

るが、イスラエルはイランによる武器供与を自国に対する重大な脅威と捉え

ている。 
 第 4 はイランがイスラエルに対し敵対的な言動を繰り返していることだ。

その典型的な例は、マフムード・アフマディネジャド・イラン大統領の「イ
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スラエルは地図上から抹殺されるべきだ」という発言だ。発言の真意は別と

して、イランの核兵器開発疑惑などとあいまって、イラン政治指導部のこう

した発言がイスラエルの脅威認識をいっそう強めていることは間違いない。 
イスラエルがイランを「実存的脅威」と見る背景にはこのように 4 つの背

景があるが、特にイスラエルは 1990 年代からイランの核開発を兵器化と見な

し、その運搬手段であるミサイルの開発・配備ととともに、最も危険視して

きた。ただイスラエルの主張は従来、米国を除けば必ずしも国際的に共有さ

れていたわけではなかった。しかし、イランの核開発に関する疑惑が深まっ

たとして、IAEA 理事会が 2006 年 2 月に国連安保理にイラン問題を付託し、

さらに国連安保理が過去 3 回、制裁決議を採択した結果、今ではかなりの程

度でイスラエルの主張は受け入れられているといえよう。このことはすでに

触れたように、2010 年 2 月の IAEA 事務局長報告が、これまで以上に踏み込

んだかたちで兵器化の疑いに言及したことにも示されている。 
他方、イランがいつの時点で核兵器開発上の決定的な段階を迎えるかにつ

いては、イスラエルと米国、さらに英国、フランス、ドイツのいわゆる「ユ

ーロ 3」などとの間では見方が異なっているようだ。イスラエルには 2010 年

央にはイランが核弾頭製造という目的にかなり近づくとの見方があり 7 、イ

スラエル軍のアモス・ヤドリン情報部長は 2009 年 12 月、イランはすでに核

弾頭を作るのに十分な材料を持っており、「技術的な時計はほとんど回ってし

まった」と発言している 8。他方、2009 年 8 月『ワシントン・ポスト』紙は、

米国務省が米議会に対し、イランは 2013 年までに兵器用の濃縮ウランを生産

することはできないとする報告書を提出したと報じた 9 。こうした見方の違

いは当然、後に触れるようにイランに対する基本姿勢に関しイスラエルと米

国の間に差異をもたらしている。 
 
２．イスラエルのイラン核施設攻撃の可能性 
 イスラエルまたは米国が個別に、あるいは共同でイランの核関連施設を軍

事攻撃し破壊するのではないかという議論はかなり以前から行われている。

特にここ数年、イスラエル単独でも攻撃は一定程度可能だとする論文や報告

書が出ている 10。その一方で、これらの論文や報告書のほとんどは、軍事攻
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撃は多大なリスクが伴うと論じている。攻撃可能としている論文や報告書が

予想している攻撃方法の概略は以下のようなものである。 
 
（１）攻撃ルート 
 いずれも航空機による空爆を想定しており、ルートは次の 3 ルートが検討

されている。ただ、イスラエルがすでに実戦配備しているジェリコ 3 弾道ミ

サイルによる攻撃も可能との見方もある 11。 
① 北回りルート（トルコ・ルート）：地中海を北上し、トルコ南部をシ

リア国境沿いに東進し、イラン領空に侵入する。飛行距離は片道 2600

～2800 キロメートルと最長。 
② 中央ルート（ヨルダン／イラク・ルート）：ヨルダンからイラク北部

を通過し、イラン領空に侵入する。飛行距離は最短で片道 1500～1700

キロメートル。 
③ 南回りルート（サウジアラビア／イラク・ルート）：サウジアラビア

北部のヨルダン国境沿いを東進し、イラク南部を通過し、イラン領空

に侵入する。飛行距離は 1900～2100 キロメートル。 
 
（２）攻撃目標 
 いずれもナタンツ（核研究センター、ウラン濃縮施設）、アラク（重水製造

プラント、および将来のプルトニウム生産拠点）、イスファハン（ウラン転換

施設）の 3 ヶ所が攻撃目標とされている。この中でも、ウラン濃縮のための

遠心分離装置があるナタンツが最も重要な攻撃目標とされており、ナタンツ

だけを攻撃目標とすることで、イランの核開発を一定程度停止させることは

可能だとの見方もある。 
 
（３）イスラエルの軍事的な動き 
 イスラエル政府は「すべてのオプションはテーブルの上にある」として、

軍事攻撃の可能性を否定していない。特に軍事攻撃の可能性が高まったとさ

れたのは、2008 年 6 月初めに、イスラエル軍が東地中海で大規模演習を行っ

て以降だ。『ニューヨーク・タイムズ』紙によれば、演習には 100 機以上の
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F-16 やF-15、さらに救助用ヘリコプター、空中給油機が参加し、米政府高官

は「イランの核施設爆撃のためのリハーサルと思われる」と評したという 12。 
また、2009 年 6 月にはイスラエルの潜水艦がスエズ運河を抜けて、2 週間

ほど地中海側から紅海側へ入ったことが確認されている。潜水艦は核弾頭を

搭載したミサイルの発射が可能といわれる。紅海に入った目的については、

①イランからハマースなどへの武器輸送に関する情報収集、②潜水艦からの

ミサイル攻撃によってイランの核関連施設を攻撃・破壊するための情報収

集・演習、③核攻撃能力を持った潜水艦の行動範囲を誇示することで、核施

設を軍事攻撃した場合のイランによるイスラエルへの報復を抑止する、とい

う解釈がある。 
イスラエルの軍事攻撃の可能性に現実味を与えているのが、過去のイスラ

エルによるイラクのオシラク原子炉空爆（1981 年）と、シリアに対する空爆

（2007 年）である。後者の対シリア攻撃に関して、イスラエル政府は依然と

して沈黙を守っているが、2008 年 4 月にホワイトハウス報道官が、イスラエ

ルの空爆で破壊されたシリア北部の施設は、北朝鮮の協力で建設中の軍事目

的用原子炉だったとする声明を発表した。また、米政府は同日、議会の一部

関係議員に対してシリアの施設に関する説明を非公開で行なうとともに、議

会関係者らへの中央情報局（CIA）のプレゼンテーション用ビデオを公表し

た。一方、シリア政府は空爆された施設は建設中の軍関係施設で核関連施設

ではないという説明を繰り返しており、米政府の発表を「馬鹿げた話」と真

っ向から否定した 13。 
いずれにしてもイラク、シリアに対する空爆は、中東で他国が兵器化の疑

いを伴う核開発を行うことを断固阻止するとのイスラエルの強い意志を示す

ものであり、イランにも同様の対応をとるのではないかとの見方にいっそう

の現実味を与えている。 
 
（４）攻撃に伴うリスクや問題点 
 イスラエルによる軍事攻撃が技術的には可能との見方をしている論文や報

告書も、その一方で多くのリスクや問題を指摘している。 
 作戦上の問題として指摘されているのは、①ルートの問題（いずれのルー
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トも第 3 国の領空を通過するため、外交上の反発を招くことは不可避で、か

つ通過する国の防空システムによって察知・攻撃される可能性がある）、②距

離（往復で 4000 キロメートル前後という長距離作戦となるため、1 回ないし

2 回の空中給油が不可欠だが、それをどこで行うかの問題）、③情報の確実性

（攻撃目標の情報収集が不十分との指摘）、④イランの防空システム、⑤米国

との協力の必要性などだ。また、ナタンツのウラン濃縮施設は地下にありか

つかなり厚いコンクリートの壁で守られていることから、バンカーバスターな

ど特殊な爆弾を投下しても、完全に破壊することは困難という見方もある 14。 
 このうち④のイランの防空システムに関連して一つの焦点になっているの

が、ロシアがイランに供与を約束している地対空ミサイル S300 の引き渡し

問題である。同ミサイル・システムが配備されるとイランの防空システムの

能力は大幅に改善され、イスラエル空軍機による核関連施設空爆に多大な支

障が出るといわれている。このためイスラエルはロシアに対し繰り返し、

S300 の供与を中止するよう求めている。一方、ロシアは技術上の問題で引き

渡しが遅れているとしながらも、中止は明言していない。 
米国との協力に関しては、一般的にいって軍事技術や情報面、米軍がイラ

ク空域をコントロールしていること、さらにたとえイスラエルが単独で軍事

攻撃を実行したとしてもイランが米国に対しても報復を行う可能性が極めて

高いことから、米国の明示的ないし暗示的な「青信号」は不可欠と見られて

いる。これに関連しイスラエル紙『ハアレツ』は、2008 年 5 月にジョージ・

W・ブッシュ米大統領がイスラエルを訪問した際、エフード・オルメルト首

相が同大統領に対し、イラン攻撃に必要とされる特殊な爆弾やイラク上空の通

過許可などの提供を求めたが、ブッシュ政権は要請を拒否したと報じている 15。 
イランの報復も軍事攻撃に伴う重大なリスクだ。イランの報復としては、

ミサイルその他の軍事的な手段によるイスラエルへの報復攻撃、ヒズボッラ

ーやハマースを使った代理攻撃、第 3 国におけるイスラエルやユダヤ人／ユ

ダヤ教関連施設に対する攻撃、さらに米国に対する報復攻撃が想定されてい

る。 
軍事攻撃に伴う問題としてさらに指摘されているのは、たとえ攻撃が成功

したとしても短期的な効果しか持たず、核兵器を開発・製造するというイラ
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ンの意志をかえって決定的なものにしてしまうとの懸念だ。「イランを軍事攻

撃することは完全に狂気の沙汰だ。中東は巨大な火の玉と化してしまい、イ

ランは即座に核爆弾の製造を開始するだろう。加えてイランはイスラム世界

全体の支持を当てにできる」というIAEAのムハンマド・エルバラダイ事務局

長（当時）の発言はこうした懸念の典型的な例である 16。その一方で、イス

ラエルの軍事攻撃は数年、イランの核開発努力を停止させ、その間にイラン

の現体制が崩壊するかもしれないとの見方もある 17。しかし軍事攻撃はイラ

ン国民を一時的にせよ現体制の下で一致団結させる可能性をはらんでおり、

この見方は現実味を欠いている。 
 
３．政治的アプローチとイスラエル 
 イスラエル政府はこれまでのところ、オバマ政権による外交を含む政治的

なアプローチを支持している。ただ第 1 節で述べたように、イランがどの時

点で兵器化に向けた決定的な進展に成功するかについては、イスラエルと米

国の見方に差がある。そのため、オバマ大統領、ネタニヤフ首相の両方がま

だ政権について日が浅かった 2009 年秋ごろまで、イラン問題をめぐる両者の

関係には一定の齟齬があったようだ。 
特にイスラエル側はオバマ政権が政権発足時に打ち出したイランへの関与

政策をいつまで続けるかについて、強い懸念を持っていた。2009 年 5 月にネ

タニヤフ首相が訪米した際の首脳会談でも、中東和平問題と並んでこの問題

が中心的な議題だったといわれる。実際、オバマ大統領は首脳会談後の共同

記者会見でイランへの関与政策の期限を問われ、「イランが正しい方向に向か

っているのか、関係当事者間で一定の進展があったか、さらに違いを解決す

るための善意の努力がなされたかについて、我々は年末までにはそれなりの

判断をすべきだろう」と答え、2009 年末を期限とする考えをネタニヤフ首相

に伝えたことを示唆した 18。 
この当時、オバマ政権はイスラエルがイランに対し軍事攻撃を行うのでは

ないかとの強い懸念を抱いており、ロバート・ゲーツ国防長官、レオン・パ

ネッタCIA長官らをイスラエルに次々に派遣しては、軍事攻撃をしないよう

ネタニヤフ政権に強く警告したといわれる 19 。一方、イスラエルの側もオバ
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マ政権の対応をそのまま受け入れていたわけではない。2009 年 10 月にイラ

ンが保有する低濃縮ウランを国外で再濃縮・加工するという案が出された際、

エフード・バラク国防相は「必要なことはイランが濃縮を中止することであ

り、濃縮された物資を移動することではない」と述べ、この提案を批判した

20。 
しかし、イランとの関与政策の期限とされた 2009 年末が過ぎ 2010 年に入

ると、イラン問題をめぐるオバマ政権とネタニヤフ政権の関係はむしろ良好

になってきているように見える。現在の最大の眼目はイランに対する追加的

な制裁案の内容だが、オバマ政権自体、革命防衛隊などを対象としたかなり

広範な制裁を国連安保理がイランに課すべきとの立場をとっている。イスラ

エルも 2010 年 2 月下旬に、オバマ政権の制裁案を支持するよう中国政府を説

得するため北京へ閣僚級代表団を送るなど 21 、オバマ政権と歩調を合わせて

いる。 
ただ、イスラエルはガソリンのイランへの輸出禁止など石油部門を含めた

より包括的な制裁を主張しており、米議会とも連携を強めている。米上院外

交委員長を務めるジョン・ケリー議員（民主党）は 3 月初めイスラエルを訪

問したが、ネタニヤフ首相との会談後の記者会見で「最も効果的で重要な制

裁はエネルギー面に及ぶものと私は信じている」と述べ、石油部門も制裁対

象とすべきというイスラエルの主張を後押しした 22。 
米国のイスラエル・ロビーもイランに対するより厳しい制裁を実行するよ

う呼びかけている。米国イスラエル公共活動委員会（AIPAC）は 2010 年 2

月のIAEA事務局長報告直後に、国連安保理による制裁が望ましいが、交渉に

時間がかかり、かつ内容が弱められてしまう可能性が高いため、「米国は同様

の意識を持つ諸国とともに、即座に独自の包括的制裁を実行すべきだ」とし

て、ガソリンなど石油製品のイランへの輸出禁止を呼び掛けている 23。米国

の新しいイスラエル・ロビー「Jストリート（J Street）」も制裁を呼び掛けて

いるが、あくまで国連安保理による制裁を支持している 24。 
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４．イスラエルの核問題への波及 
（１）イスラエルの核問題が焦点に 
 イランの核問題が注目を浴びるにつれて、イスラエルの核問題にも焦点が

当たりつつある。イスラエルは核弾頭を最大 200 発持っているとみられてい

るが 25 、イスラエル自体は核兵器の保有に関し否定も肯定もしない曖昧政策

を続けており、核拡散防止条約（NPT）にも加盟していない。 
 自国の核問題をめぐりイスラエルに大きな衝撃を与えたのは、2009 年 5 月、

ニューヨークで開催されたNPT加盟国会合で、米国務省の軍縮問題の査察な

どを担当するローズ・ゴットモーラー次官補が「インド、イスラエル、パキ

スタン、北朝鮮を含め、NPT体制に対する普遍的な支持を確立することは米

国の重要な目的である」と演説し、イスラエルなど 4 カ国に対し名指しでNPT

への加盟を求めたことだった。発言の真意は明らかではないが、米国からの

事前連絡はまったくなく、イスラエル政府は発言にかなり戸惑ったようだ 26。 
 イスラエルを再度驚かせたのは、2009 年 9 月のIAEA総会で、イスラエル

に対しNPTへ加盟し、すべての核施設をIAEAの保障措置下に置くよう求める

単独の決議が採択されたことだった 27。IAEA総会ではこれまでもイスラエル

の核問題は繰り返し取り上げられてきたが、NPT加盟などを求める単独の決

議成立は初めてだった。イランの核問題が焦点になるにつれ、国際社会でイス

ラエルの核問題に対する懸念もいっそう高まっていることを示している 28 。 
 その一方で、2009 年 5 月にネタニヤフ首相が米国を訪れた際の首脳会談で、

オバマ大統領は同首相に対し、米国はイスラエルに核兵器問題の開示やNPT

への加盟を求めないという両国間の従来からの了解を遵守すると約束したと

いわれる 29 。この了解は 1969 年に、リチャード・ニクソン大統領とイスラエ

ルのゴルダ・メイヤ首相との間で合意されたもので、それ以降、米国はイス

ラエルの核問題に対しいわば「見て見ぬふり」をしてきたとされる。ネタニ

ヤフがやはり首相を務めていた 1998 年にも、ビル・クリントン大統領がイス

ラエルの曖昧政策を支持する旨確約する書簡を同首相に送ったと報じられて

いる 30。 
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（２）イスラエルの核戦略でも新たな議論 
 いずれにしてもイスラエルの核問題が新たな注目を浴び始めているのは間

違いない。その結果、曖昧政策を含むイスラエルの核政策も見直しを迫られ

るのではないかとの指摘も出てきている。例えば米国国家安全保障会議

（NSC）の元職員ブルース・リーデルは「イラン問題に真剣に取り組もうと

する以上、イスラエルは押し入れの中から出てくるべきだ。虚構と二重基準

に基づいた政策はいずれ失敗する運命にある」とかなり手厳しい 31。イスラ

エル国家安全保障研究所の上級研究員エミリー・ランダウも、1990 年代の中

東和平多国間交渉でイスラエルの核問題が焦点の一つとなった時期以上に、

イラン問題を扱っている現在の方が、イスラエルに対しNPTとの関係や中東

非核地帯構想に対する立場を明確にするよう求めるより大きな圧力が加えら

れるだろうと予測し、曖昧政策は重大な挑戦を受けると論じている 32。 
 視点はやや異なるが、やはりイスラエル国家安全保障研究所副所長のエフ

ライム・カムもイスラエルの曖昧政策を再検討する必要性が出てくるかもし

れないと見ている。それによれば、イランの体制の行動如何によって、核抑

止力の増大、核兵器使用の限度（レッドライン）の明確化、さらに核問題に

関しイランとの潜在的なコミュニケーション・チャンネルの構築などの必要

性が出てくる可能性があり、イスラエルとしては曖昧政策を放棄せざるを得

ない状況に立たされるという 33。 
 また、ハイファ大学のウリ・バールヨセフは、理論的に言って、イランに

対する抑止力を高める手段は、核による第 2 撃能力を持つことであり、イス

ラエル政府はこうした能力を持つか否かを含めて、核政策に関する議論をオ

ープンにすべきだと論じている 34。こうした主張は、イスラエルの核政策一

般を論じた元テルアビブ大学教授で、現在はカリフォルニア大学教授のゼエ

ブ・マオズの見解に通じている。マオズは曖昧政策の結果、イスラエルの核

は十分な抑止力を発揮していないとともに、国内で核政策の有効性が検討さ

れないまま放置されているとして、核保有の実態を明らかにした上で、中東

における包括的な軍備管理・軍縮のレジーム作りを目指すべきだと論じてい

る 35。 
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むすび 
 2010 年 3 月にパリで開催された経済協力開発機構（OECD）の原子力エネ

ルギーの民生利用に関する国際会議で、イスラエル代表で国家基盤相のウ

ジ・ランダウは原子力発電所建設に乗り出す意向を明らかにした。その後の

会見でランダウはさらに、原子力発電所に対するIAEAの査察は受け入れるが、

他の核施設への査察は受け入れず、NPTに加盟する理由もないと述べ、イス

ラエルの従来からの核政策を変える可能性を頭から否定した。その一方で、

イランに関しては「国連加盟国（イスラエルの意味）を破壊すると公言して

いる」と述べ、同じ条件は当てはまらないと主張した 36。 
 だがイスラエルが自ら正当としている二重基準はどこまで通用するのだろ

うか。同じ OECD の会議で、シリア代表もまた原子力発電を目指す考えを明

らかにした。すでにトルコやアラブ首長国連邦、サウジアラビア、エジプト、

ヨルダンなども核の平和利用の推進に意欲を示している。現在の混乱が収ま

れば、いずれイラクも核開発に再び着手するだろう。中東はまさに核ブーム

の時代を迎えようとしている。もちろんこうした動きはイランの核問題と連

動している。イランの例が示しているように、核開発は重大な国威発揚とな

り、他の諸国を核開発に向かわせる刺激となっているからだ。 
 問題は紛争構造がきわめて複雑な中東において、核を含む地域的な軍備管

理に取り組むシステムがまったくないことである。その結果、核開発自体が

本当に平和目的であったとしても、開発に取り組むこと自体が脅威と見なさ

れる危険をはらんでいる。その一つの大きな要因がイスラエルをめぐる二重

基準であることはいうまでもない。まさにイラン問題がイスラエルの核政策

に内在する矛盾を逆照射している。 
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